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分析すると、すべての事例が、①課題の可視化 / 共有化、②組織化、③制度 / サービス改
善交渉、④非制度的サービス / しくみ開発、⑤制度化交渉 / 協働のすべてあるいは一部の
要素で構成されていることを見出している。つぎに、それぞれの要素をプロセスとして分
類すると、①制度 / サービス改善交渉型、②非制度的サービス / しくみ開発型、③非制度
的サービス / しくみ開発・制度化交渉 / 協働型の３つの型に分かれたことを提示している。
従来のソーシャル・アクションは、中央集権型行政システムのもと、経済成長において
顕在化した典型的ニーズを充足する社会福祉制度や社会資源が不足している状況を背景に、
主に国に対して、社会福祉サービス利用者、社会福祉従事者、地域住民などが署名、陳情、
懇願、デモ、裁判闘争などの手段を活用して、集団圧力によって社会福祉の制度やサービ
スの拡充・創設・改善を要求していくものが主であったと、これまでの経緯を説明してい
る。今回の事例研究で明らかになったソーシャル・アクションは、権力の分散や経済低迷
のもと、雇用や家族の多様化やニーズの多様化および潜在化に対して社会福祉関連の制度
疲労が生じている状況を背景に、法制度の課題および制度から排除されている人びとの
ニーズを可視化・共有化しながら、当事者、専門職、地域の人びとを組織化し、その集団
の力でニーズを充足する非制度的サービスやしくみを開発してその成果やプロセスを示し、
主に地方自治体の行政職員、議員、サービス提供事業主体等と協働しながら、新たな制度・
サービスを創っていくものが主であったことを明らかにしている。
第６章では、このような事例研究の結果等から、社会福祉関連法制度の機能不全等によっ
て制度から排除されている人びとのニーズを充足する法制度や環境への改変や創造等を目
的に、非制度的サービスやしくみの開発および制度化交渉等を多様な主体の協働によって
行うことで、社会的発言力の弱い当事者の声を政策に反映していくとともに、このプロセ
スを通して社会構造を変革し、アドボカシー機能を果たす一連の組織的活動であるソー
シャル・アクションの実践モデルを構築している。
この組織的活動を系統的に促進するチェンジ・エージェントであるソーシャルワーカー
は、チェンジ・エージェント・システム、クライエント・システム、ターゲット・システ
ム、アクション・システムそれぞれと結ぶ関係を媒体として活動していく。ソーシャルワー
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カーによるソーシャル・アクションの実践モデルの方法は、①法制度の課題とニーズの明
確化、②法制度の課題とニーズの可視化・共有化、③組織化、④非制度的サービスやしく
みの開発、⑤制度化交渉・協働で構成される。まず、クライエント・システムの問題を中
心とした包括的なアセスメントやプランニングをクライエント・システムとともに行う中
で、クライエントの権利の非実現を生じさせている法制度の課題に気づき、その課題を外
在化し、ソーシャル・アクションにつなげる。法制度の機能不全の状況について調査等で
具体的に把握し、何が法制度の課題で当事者のニーズは何なのかを明確にする。これらを
可視化して、地域の専門職や人びとと共有しながら、多様な人びとを巻き込みアクション・
システムを組織化していく。この集団の力で当事者のニーズを充足する非制度的サービス
や既存の制度等が機能するしくみを開発することで、制度から排除されている人びとの
ニーズを充足するとともに、当事者の参加を促す。そして、開発した非制度的サービスや
しくみの制度化を求めて、ターゲット・システムである地方議会議員や地方公共団体の職
員等の権限保有者に提案や交渉を行う。このようなソーシャル・アクションの実践モデル
を体現するソーシャルワーカーは、ソーシャル・アクションの意義や方法などを理解した
うえで、ソーシャルワークの実践を言語化できるだけの力量を有している必要がある。そ
のうえで、実践モデルが想定する主なソーシャルワーカーとは、独立型社会福祉士、コミュ
ニティソーシャルワーカー、福祉職等の行政職員だと考えられるとしている。
第７章では、本論の全体総括を行っている。日本における社会変動およびニーズの多様
化や潜在化を踏まえたソーシャル・アクションの実践モデルを構築することを目的に、
ソーシャル・アクションの暫定的定義に該当する成果が確認された社会福祉士による近年
の実践事例を分析したことを述べている。そして、社会福祉関連法制度の機能不全等によっ
て制度から排除されている人びとのニーズを充足する法制度や環境への改善や創造等を目
的に、非制度的サービスやしくみの開発および制度化交渉等を多様な主体の協働によって
行うことで、制度から排除されている人びとの声を制度等に反映するとともに、このプロ
セスを通して社会構造を変革し、アドボカシー機能を果たす一連の組織的活動であるソー
シャル・アクションの実践モデルを構築したとしている。
具体的には、日本におけるソーシャル・アクションの実践モデルは、以下のような段階
を辿ることによって、確かなものになる。すなわち、第１に、当事者の「権利の非実現」
を生じさせている法制度の課題に気づき、その課題と当事者のニーズを調査等によって明
確に把握したうえで、これらを多様な人びとに可視化して共有し、その対応を協議しなが
ら集団を形成していく。第２に、この集団の協働によって非制度的サービスや制度が機能
するしくみを開発し、当事者のニーズを充足しながら、この非制度的サービスやしくみの
制度化を求め権限保有者に提案や交渉を行う。そして、第３に、権限保有者と協働しなが
ら、開発した非制度的サービスやしくみをもとに、権限保有者が新たな制度やしくみを構
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築していく。第４に、こうして構築された制度やしくみが制度から排除されている人びと
のニーズを充足するとともに、このプロセスによって培われた関係構造等の変容等により、
権利によって保障されている行為を行うことができるようになる、と指摘している。
本研究で明らかになったソーシャル・アクションの本質や特徴をふまえて、つぎのよう
に本定義を提示している。すなわち、「ソーシャル・アクションとは、生活問題やニーズ
の未充足の原因が法制度や環境といった社会的要因にあるとの認識のもと、制度から排除
される等の社会的に不利な立場に置かれている人びとのニーズを充足する法制度や環境の
改変や創造等を目的に、デモ、署名、決起集会等による組織的改善要求行動や、多様な人
びとの協働による非制度的サービス等の開発および制度化交渉によって、当事者の権利の
実現を意図して、国や地方自治体等の権限・権力機関に働きかける一連の組織的活動、あ
るいはその活動で活用するソーシャルワークの方法・技術である。」としている。
本研究の主な限界は、演繹的アプローチの手続きが厳密なものではなく信頼性が高いと
は言いがたい点や、事例研究において事例の選定が恣意的なものになったことである。今
後の課題としては、ソーシャル・アクションに関する教育、労使関係を含む構造的変革や
政治体制の変革を求める活動との関係を含めた社会変革を目指したソーシャルワーカーの
任務に関する議論、政策と援助方法・技術の統合に関するソーシャルワークの独自性に関
する議論等があげられる、と結んでいる。
以上の髙良論文について評価できる点は次のとおりである。
第１に、ソーシャルワークの文脈において、ソーシャル・アクションは伝統的に守備範
囲とされていたにもかかわらず、ソーシャル・アクションに焦点を当てた学術論文は稀有
であった。本格的にソーシャルワークの文脈からソーシャル・アクションの理論的・実践
的検討を行い得たことは評価に価する。
第２に、量的および質的調査を併せたミックス法を採用したことにより、一方の調査法
からだけでは掴みきれないものを明らかに提示し得たことは、事例対象者を後から追加し
て分析しているという留保条件があるとはいえ、先駆的試みとして評価できる。
第３に、演繹的方法および帰納的方法を組み合わせたことにより、ソーシャル・アクショ
ンの「暫定的定義」の設定から、帰着点として「本定義」を設定できたことも、今後のソー
シャル・アクション研究の嚆矢として評価できる。
第４に、「制度からの排除」にあえいでいる人びとの「権利の非実現」を「権利の実現」
へと向かうソーシャル・アクションの実践モデルを構築し、そのストーリーラインを示し
得たことは、ソーシャルワークの文脈におけるソーシャル・アクションの実践的応用性を
高めるものとして評価に価する。
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なお、審査委員会においては、質的研究におけるデータの整合性をどのように担保でき
たかという問いかけや、ソーシャル・アクションの一般的な方法と具体的な大状況・中状
況・小状況下での方法との区別が必ずしも明確になっていないのではないかという問いか
けもなされた。前者については、ソーシャル・アクション研究のもつ困難性についての説
明がなされ、後者については今後の研究課題とすることで方向性が定まった。これらの論
点は、ソーシャル・アクション研究自体が抱える課題でもあるので、髙良氏の今後の研究
成果に大いに期待したい。
【審査結果】
以上、学位審査会における議論を要約したところであるが、本審査委員会は厳正かつ公
平な審査の結果、髙良麻子氏の学位請求論文『日本におけるソーシャル・アクションの実
践モデルの構築―社会福祉士による実践事例の分析から―』は、福祉社会デザイン研究科
社会福祉学専攻の博士学位審査基準に照らしても妥当な研究内容であるとの結論に達した。
したがって、本審査委員会は全員一致をもって髙良麻子氏の学位請求論文は、本学博士学
位（ソーシャルワーク）を授与するに相応しいものと判断する。
